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地方版IoT推進ラボ 第四弾選定地域の概要

■北海道稚内市
・「陸上養殖」への新規取組：

最北のまち、稚内市の基幹産業である「水産業」は、漁獲量が減少傾向。

三方を海に囲まれた豊富な海水による海水かけ流し方式、

日本最北の冷涼な気候による夏場のコスト削減、等の地理的優位性を強みに、

新たに「陸上養殖」に取り組む。

・「勇知いも」の生産性向上：

「雪氷貯蔵施設」での冬期間保管により糖度を増す「勇知いも」は、

圃場が限られており生産量も限られている状況。

IoTを活用した「気温・地温管理」「天候予測」「病気発生」等の

情報集積・解析により生産性向上に取り組む。 ↑「勇知いも」冬期間保管風景

■北海道長沼町
「好立地」「観光資源」「リノベーション宿泊施設」を活用した宿泊客増に取り組む。

・空の玄関口・新千歳空港や大都市・札幌市から自動車で１時間以内に位置し、

国道274号、国道337号が交差する交通の要衝でサイクリストやライダーといった

ツーリング客の宿泊需要が望める「好立地」。

・主な「観光資源」は、舞鶴遊水地に戻ってきた「タンチョウ」と「タンチョウも住めるまち」、

町域の約7割を農地が占める農業を軸とした「グリーンツーリズム」など。

・未利用の職員住宅、教員住宅などを、IoTを活用した「リノベーション宿泊施設」化、

高い利便性と低コストを両立した宿泊施設を増加。

・これにより、インバウンド、サイクリスト、ライダーなど、

現在の宿泊率約5%を改善し、宿泊客数増を目指す。 ↑「グリーンツーリズム（農家民宿・体験交流）」
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地方版IoT推進ラボ 第四弾選定地域の概要

■北海道東川町
ポイントカードを中心とした地域産業・コミュニティ活性化。

・町内約120の事業者でICポイントカードシステム「ひがしかわユニバーサルカード（HUC）」を導入。

導入して１年足らずで、町民の過半数を含む1万人以上が利用する地域カードに成長。

・ポイントカードの利用から得られる、消費動向・施設利用動向等のデータを集積・分析する事で、

①商業活性化、②生活満足度向上、③業務最適化・効率化を目指す。

・更に、各加盟事業者の商品・サービスを組み合せることで、他には無い、オリジナルの

高付加価値事業創出を目指す（飲食と自然教育を合わせたツーリズムなど）。

・他にも、写真甲子園、常時約200人の外国人留学生が通う日本語学校、

100人規模の起業家マッチングイベント、ひがしかわ株主制度（ふるさと納税）など、

地域活性化のための様々な取組により、約20年間で約16%の人口増加。

↑「ひがしかわユニバーサルカード」

↑「株主証」 ↑「HUC 株主証」

■岩手県

・岩手県は、ものづくり企業とIT企業が連携し、IoT等を活用した
ものづくり企業の生産性向上や、ものづくり企業、IT企業と農業、
水産業等との異業種連携による新製品・新サービス等を創出す
るプロジェクトの立ち上げを支援。
・セミナー、ワークショップの開催や専門家派遣により、プロジェクト
活動を加速させる。
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地方版IoT推進ラボ 第四弾選定地域の概要

■ 岩手県滝沢市

・滝沢市は、IT関連企業の一大集積拠点として、滝沢市IPUイノベーション
パークの整備を推進。
・企業間マッチング機会の提供や産学官実証実験フィールドの提供、子どもを
含めたIoT技術力の向上による企業の集積を推進し、産学官連携と地域課
題解決による自立化を目指す。
①マッチング機会となる産学官交流・異業種交流
②産学官連携の研究開発プロジェクト形成
③高度技術者育成研修、ETロボコン、子ども向けプログラミング教室 滝沢市IPUイノベーションパーク

■青森県

・青森県は、インバウンド観光客が増加している一方で、リピーター増、消費増に
向けたIoTを活用した仕組み作りが必要。また、ものづくり分野では、多くの企
業はIoTを活用した製品やサービスの開発や新たな事業展開には至っていない。
・このため、観光・ものづくり分野において、試作開発補助金、実証事業等の
IoTビジネス創出支援や、セミナー・セキュリティ研修等の人財育成事業を実施
する。
①観光分野における実証事業の展開
（青森県をフィールドとする多言語化、キャッシュレス実証事業）
②ものづくり分野における新製品・サービス開発や新事業展開
（地域課題解決型の新たな事業を行う県内企業を産学官連携で支援） 出所：青森県観光連盟

青森県ＩｏＴ推進ラボ

県 産業技術センター

県内大学

観光連盟
県内外企業

拠点施設
ＩｏＴ開発支援棟
（平成30年度設置）

運営

あおもりＩｏＴ
研究会

県内企業等

約30者が参画

運営
ＩｏＴビジネス
ネットワーク推進
コーディネータ

委嘱

28

■ 岩手県滝沢市
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地方版IoT推進ラボ 第四弾選定地域の概要

滝沢市IPUイノベーションパーク

2９

■秋田県

・秋田県は、製造業、建設業、農林水産業、医療福祉等で
生産人口の減少が課題であり、大幅な省力化・生産性向
上が必要。
・産官学連携の秋田デジタルイノベーション推進コンソーシアム
による①IoTの啓発・導入促進、②ICT人材確保・育成、
③ICT企業強化、④IT産業集積・スタートアップ支援、
⑤ICT活用支援を実施。

秋田県中小企業
応援ｷｬﾗｸﾀｰ

「がんばっけさん」

■ 新潟県柏崎市
・ものづくり産業と情報産業の振興に重点的に取り組んできた産業基
盤を活かし、産業横断的な相乗効果によってスマートファクトリーを
実現し、新たなビジネスの創出に取り組む。

・新潟工科大学を中核に、行政、ものづくり企業、情報産業事業者、
金融機関、商工団体と連携した次の事業に取り組むことにより、もの
づくり産業における技術の継承とIT人材の育成・確保を実現する。

①ものづくり企業に対するIoT・AI技術導入支援
②サプライチェーン全体の最適化を目指した実証実験
③IoT・AI活用人材や高度IT人材の育成 スマートファクトリーシティ in 柏崎
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地方版IoT推進ラボ 第四弾選定地域の概要

■ 石川県能美市
・能美市内企業が、IoTの導入により生産性の向上を促進し、多様な
企業が連携し新たなビジネスモデルを展開できる体制の構築を目指す。

・北陸先端科学技術大学院大学（JAIST）を核として研究機関や
支援機関が一体となった「いしかわサイエンスパーク」に、IoT企業等
の産業集積の形成を目指す。

①イノベーションサロンの開催
②地域課題解決のためのIoT・AI活用アイディアソン
③小中学生を対象としたプログラミング教室の開催、小中学校
教師を対象としたプログラミング教育の指導者の養成 いしかわサイエンスパーク

■ 栃木県
・産学官金の多様な機関と連携した“オールとちぎ”体制で、IoT
等第４次産業革命を推進し、県内におけるIoT等の活用と提供
の好循環の実現及び革新的な製品・サービスの創出を目指す。

①IoT等関連取組の集約・共有・発信
②IoT等の導入・活用促進
③IoT等を支える産業の成長促進
④IoT等活用プロジェクトの創出（今年度新たに設置した、県の
全庁横断組織である栃木県情報化推進本部「ICTによる産業
振興専門部会」において、地域課題の検討・選定を実施）
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地方版IoT推進ラボ 第四弾選定地域の概要

■ 滋賀県米原市

・先進アグ リ ビジネスのテス トベ ッ ド と して 「 IoT Smart
GreenHouse」を100棟規模で設置した「AIアグリ産業集積
拠点」の誘致・立ち上げを検討。

・同拠点を中核として、「AI/IoT技術を駆使した先進アグリビ
ジネス参入事業者」及び「同関連領域の技術開発スタート
アップ・ベンチャー」の創出・誘致を進める。

・また、米原市の地域政策の拠点として位置付けることにより、食
育、農福連携といった政策間連携による地域課題の解決を目
指す。 テストベッドのシステムイメージ（出所：ヤンマー株式会社HP）

■ 大阪府八尾市

・八尾市は、歯ブラシ（トップシェア）、金属製品、電子機器他、多様
な生産工程や技術が集積するも、下請けの位置付けで企業認知度
が低い。
・民間協働ローカルイノベーション推進拠点「みせるばやお」（2018年
8月開業）にて、①空間シェア、②顧客情報（購入記録等）シェア、
③参加企業の人材が持つナレッジシェアを促進。
・IoTトライアルによるクリエイティブな人材育成、アイディア・行政情報
のオープンデータ化を行い、地域企業同士の協働環境のリファレンス
モデルとなることを目指す。
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地方版IoT推進ラボ 第四弾選定地域の概要

■ 徳島県神山町

・官民地域連携のコンソーシアムを組織し、スマート農業やスマート林業を
導入することで、獣害対策・独居老人問題等の地域課題解決に向け
たIoTビジネスの実証実験を推進する。

・既存施設（神山バレーサテライトオフィスコンプレックス）と、新施設
（JA名西郡上角支所跡地）を活動拠点として活用。

・地域拠点は住民にも開放し、「Lab KAMIYAMA」としてプロジェクトの
創出を目指すとともに、ビジネスの担い手となるIoT人材の育成を図る。

■ 徳島県
・産学金官が一体となってIoT等の新技術を積極的に活用し
た地域課題の解決や地域経済の活性化、県民サービスの向
上に資する取組「とくしまインダストリー4.0」を推進する。

・データ共通基盤「とくしまIoTプラットフォーム」を整備し、県内
企業、大学等にも開放し、新たな「IoTサービス」の創出を促進。

①IoT等に関する取組のシーズやニーズのマッチング
②IoT等に関するセミナー・研修会の開催
③IoT等に関する情報収集及び情報発信
④会員同士のネットワークづくり 等
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地方版IoT推進ラボ 第四弾選定地域の概要

■ 香川県高松市
・産学民官の連携の下、共通プラットフォーム上での官民データ
の利活用を通じた高松市のスマートシティ化による、地域課題の
解決、及び地域経済の活性化を図る。
・スマートシティたかまつ協議会内に、テーマごとにワーキンググループ
を設置し、設置期間終了後には事業化を目指す。

◇ワーキンググループ（ＷＧ）の例
・ビッグデータによる交通安全の推進（2018年2月～）
・災害対応におけるIoT活用（2018年5月～）

■長崎県島原市
・地域の強みである、第一次産業、食糧品製造業を「『食べ』ものづくり産業」と
位置付け、IoT関連企業との連携、技術導入、ビジネスマッチングによる新たな
産業創出により、所得向上、雇用拡大を図る。

①人材教育・交流分野

「市職員のIT企業派遣」「島原城下プログラミングスクール」「地域ICTクラブ」
の現在進行形の取組に加えて、市内高等学校の「IoT学習活動」を支援。

②ビジネス分野

「ジオアワビ」の陸上養殖実証事業を先行事例とし新たなビジネス創出を図る。

③その他

窓口業務AI実証、AIを用いた観光コンテンツ提供、ドローンスクール、など。
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地方版IoT推進ラボ 第四弾選定地域の概要

■沖縄県沖縄市
・スタートアップカフェコザを拠点とし、創業希望者を支援するワンストップ窓口を設置。

地域経済を牽引する人材や企業を輩出するとともに、外部からの人材流入、企業移転、

民間投資の喚起につなげ、エコシステムの構築を目指す。

・スタートアップカフェコザの取組例：

①スタートアップカフェコザ：創業・起業支援の窓口。無料コワーキングスペース完備。

②コザショアスタジオ：有料会員コワーキングスペース。プログラミングスクール開催。

③オキナワミライファクトリー：FABスペース（3Dプリンター、レーザーカッターなど）。

・約２年の取組で、プログラマーの卵が約200人、年間約20,000人利用、

約50件の起業など、実績多数。今後は、県内だけではなく、

アジアの中心である地理的優位性から、国内外への展開・連携に発展させる。

地方版IoT推進ラボポータルサイト
https://local-iot-lab.ipa.go.jp/
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Connected Industries及びIoT関連予算等
（平成31年度概算要求案より主なもの）

参考資料 5
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Connected Industries推進のためのグローバルSaaS創出事業

平成31年度概算要求額 40.3億円（新規）

商務情報政策局 情報経済課
03-3501-0397

事業の内容

条件（対象者、対象行為、補助率等）

国
交付

民間企業等

事業イメージ

事業目的・概要

 データを巡るグローバル競争の主戦場は、バーチャルデータからリアル

データを活用したビジネスに移行しています。ここで日本の強みである

現場の良質なデータを活かし、データを介して機械、技術、人などが

繋がることで、新たな付加価値創出と社会課題解決を目指す

「Connected Industries」の実現が重要です。

本事業では、数多くの事業者がデータを共有・共用し協調領域を拡

大させ、そのデータをAI等の先端技術を用いて利活用し新たなサービ

スを開発すること、及びそうした開発が持続的に行われる環境構築す

ることを目指します。

具体的には、事業者間のデータ共用プラットフォームの本格整備を支

援することで協調領域拡大を促進すると同時に、そのデータ等から汎

用的に使え、かつ国際競争力のあるAIシステム（グローバル

SaaS）の開発を支援します。

成果目標

平成33年度までに、Connected Industriesの重点5分野で、そ

れぞれ２以上のグローバルSaaS開発に向けた取組がなされることを

目指します。

グローバルSaaS創出事業

• 業界横断型AIシステムの創出（AIベンチャーを含む多様なユーザーの参画）

AI

Global AI SaaS
海外展開

業界共用データ基盤の本格整備
AI SaaSとの連携

業界横断型AIシステムの創出

利活用されるデータ量の拡大
協調領域の拡大

最先端のAI技術を用いた
業界横断型AIシステム

(Global AI SaaS)の創出

AI・データの好循環

(研)新エネルギー・
産業技術総合開発

機構(NEDO)

補助
(2/3、1/2)

委託

データ共用プラットフォーム構築事業

• Connected Industries重点分野のデータ共用プラットフォーム構築

• グローバルな連携を見据えたデータプラットフォーム間連携

共用されるデータの拡大によって高度なAIサービス開発が可能
となり、それが更なる協調領域の拡大につながる「AI・データの
好循環」の実現

データ

他業界データPF

海外データPF

リアルデータ
(A社)

リアルデータ
(B社)

業界共用データ基盤

・・・
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高度な自動走行システムの
社会実装に向けた研究開発・実証事業費
平成3１年度概算要求額 55.0億円（35.0億円）

製造産業局 自動車課
03-3501-1690

事業の内容

条件（対象者、対象行為、補助率等）

国 民間企業等
委託

事業イメージ

事業目的・概要

環境・エネルギー制約への対応の観点から、我が国のCO2排出量の

約2割を占める運輸部門において、新たな取組である自動走行の普

及による省エネへの期待が高まっています。

一方で、高度な自動走行システムの社会実装に向けては、産学官の

協調が不可欠な安全性の評価や事業環境等の課題が存在します。

本事業では、関係省庁とも連携して、安全性・社会受容性・経済性

の観点や、国際動向等を踏まえつつ、安全性評価技術の研究開発

を進めるとともに、高度な自動走行システムの実証等を通じて世界に

先駆けた社会実装に必要な技術（後続車両が先行車両に追従す

る技術、遠隔操作・監視する技術等）や事業環境等の整備を行い

ます。

成果目標

平成28年度から平成32年度までの5年間の事業であり、公道を含む

実証事業等を通じ、高度な自動走行システムの社会実装に必要な

安全性評価技術の開発や事業環境等の整備を行います。

平成32年度までにトラック隊列走行技術を確立し1台あたり10％程

度以上の省エネを目指します。

高度な自動走行システムの実証のイメージ（例）

＜トラックの隊列走行＞

電子連結システム(通信及び

センサなどにより、物理的に牽

引することなく、後続車両が先

行車両に追従することを可能

とするシステム)により、2台目

以降の後続車両は無人として

隊列を組む走行を実証。

有人

無人

無人

高速道路等

＜管制自動走行＞

特定の条件(道路・駐車場、速度、環境等)において、遠隔

の管制センターからオペレーターが車両の周辺状況や車両の

挙動を監視する等の条件の下、車両の自動走行を実証。

①利用者(高齢者等)
は無人自動走行車
を呼び出し乗車。

③利用者は最終目的
地(自宅等)で降車。

②無人自動走行

④無人自動走行
車が自動回送。

最終目的地
(自宅等)

遠隔操作・監視

管制センター
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次世代人工知能・ロボット中核技術開発
平成31年度概算要求額 62.0億円（56.9億円）

産業技術環境局
産業技術プロジェクト推進室

03-3501-9221

事業の内容

条件（対象者、対象行為、補助率等）

事業イメージ

成果目標

本研究開発を通じて出願された特許等のうち6件以上を活用して、
次世代人工知能を実装した6種類のロボットの研究開発を目指し
（平成32年度目標）、さらに、これらの成果を活用して３件以上の
日本が強みを発揮できるAI基盤技術に関する特許を取得することを
目指します（平成35年度目標）

 また、人工知能技術戦略をふまえつつ、「生産性」、「健康、医療・介
護」、「空間の移動」分野における人工知能については、次世代人工
知能を実装したロボットの２種類以上の実用化を含む3件以上の人
工知能社会実装を目指します（平成35年度目標）。 （２）社会実装を目指した、産学官連携での大規模研究開発

• 人工知能技術戦略で示された重点３分野である「生産性」、「健康、医療・介
護」、「空間の移動」分野における社会実装を目指した研究開発。

• 人工知能技術とロボット技術の融合によって研究開発成果の社会実装を目指
す先導研究を、産学官連携により大規模に実施。

国 民間企業・
大学等

委託
(研)新エネルギー・産業技術

総合開発機構(NEDO)

交付金

事業目的・概要

社会課題の解決のために人工知能技術を活用することを目的とし
て、人工知能技術に加えて、ロボットが柔軟に作業するためのセンサ
（感覚）やアクチュエーション（動作）の技術など、現実空間での
人工知能の適用に必要な技術を組合せた研究開発を行います。

 また、思考過程が不透明な人工知能を「説明できる」にようにすること
や、ロボットをはじめとする様々な機器への搭載にあたっての安全性の
担保のための研究開発など、日本が強みを持つものづくり技術等への
実装のためのAI基盤技術の開発をあわせて実施します。

 さらに、人工知能技術戦略で示された重点分野において、人工知能
技術とロボット技術の融合によって研究開発成果の社会実装を目指
した、産学官連携での大規模研究開発を実施します。

（１）人工知能・ロボット技術開発

• 人工知能とロボットの融合
•場面に合わせて柔軟に対応する人工知能
•人の感覚を超えるスーパーセンシング(視覚、嗅覚等)
•教示の省力化を実現するロボット動作の自計画技術

• 日本が強みを発揮できる人工知能基盤技術
•現場の洗練されたデータと、現場にしかない知識を活用する人工知能
（データ・知識融合型人工知能）

•人工知能搭載機器の安全評価技術
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事業の内容

条件（対象者、対象行為、補助率等）

成果目標

 平成28年度から平成32年度までの5年間の事業であり、化学合成と比較

して圧倒的に低コストなバイオものづくりのための基盤を確立し、省エネ社会

実現への貢献を目指します。（平成42年度の見通しとして、85.8万kl／

年の省エネを目指します。）

委託・補助(大企業1/2補助、中小企業2/3補助）

事業イメージ

植物等の生物を用いた高機能品生産技術の開発事業

平成3１年度概算要求額 30.0億円（24.0億円）

商務・サービスグループ 生物化学産業課
03-3501-8625

事業目的・概要

 近年、植物や微生物等の生物を用いた高機能品（機能性素材など）の

生産技術は、化学合成と比較して省エネルギー・低コストでの物質生産が可

能であり、原料としての化石資源を代替しうることから注目されており、その世

界市場規模は平成42年には200兆円規模へと拡大することが見込まれて

います（OECD, 2009）。

 これらの高機能品の高効率な生産技術の開発にあたっては、生物情報の集

積、生物情報に基づく合理的な生物機能設計（コンピュータ上でのゲノム・

代謝機能設計）、細胞機能を改変するための高効率なゲノム編集技術

（ゲノム情報を修正する技術）、細胞に新たな機能を付加するための大規

模なDNA合成技術（ゲノム情報を書き加えるための技術）の融合による

我が国独自の基盤技術構築が不可欠です。

 本事業では必要な技術開発を行い、バイオものづくりの生産技術を集積した

プラットフォームを整備することで、国内企業の競争力を確保します。

大学・民間企業等

交付金

国
(研)新エネルギー・
産業技術総合開発

機構(NEDO)

国産ゲノム編集技術
特定のゲノム情報を選択的に
改変（編集）する技術開発

PPR 
motif

生物情報に基づく合理的
な生物機能設計技術
コンピュータ上でのゲノム・代謝
機能設計による高生産スマー
トセルデザイン

生産効率を向上させるための情報取得・基盤技術開発

情報技術と高効率なゲノム編集技術等を駆使し、生物を用いて
高機能品を生産する省エネルギー型バイオ産業の創出へ

開発基盤技術を融合
したトータルシステムの
構築

開発基盤技術と植
物工場を利用した生
産技術の確立

微生物生産植物生産

生物情報の集積
企業等が有する多様な産業
生物株からのゲノム情報等大
規模データの取得、蓄積

長鎖DNA合成技術
細胞に新たな機能を付加するた
めの長鎖DNA合成技術開発

生産株 データ
ベース

ATGCCTGAGCATGCCTGAG
CTAGCATAGATGCCTGAGC
TAGCACAATGCCTGAGCTA
GCA・・・・・・

生物情報

生産を実現するスマートセル統合プラットフォームの整備

実用ターゲット生産を通じた開発ツール・システムの検証と高度化

-バイオとデジタルの融合が導く脱炭素化時代の生産技術の革新-

生物だから作れる
高機能品の生産

低コスト・省エネ
な物質生産

再生可能原料
からの物質生産

従来の生産プロセス
・化石資源を使用
・高いエネルギー消費
・持続可能でない
→大量生産・大量消費社会

スマートセル
生産工場の創成

バ
イ
オ
エ
コ
ノ
ミ
ー
創
出
と
炭
素
循
環
社
会
の
実
現

微生物 植物

新
た
な
価
値
の
創
造

バイオプラ
スチック

汎用化学品
（原料）

有用タン
パク質

医薬中間体

食品用機
能性物質

5



計算科学等による先端的な機能性材料の技術開発事業
平成31年度概算要求額 27.５億円（26.5億円）

製造産業局 素材産業課
03-3501-1737

事業の内容

条件（対象者、対象行為、補助率等）

国
(研)新エネルギー・
産業技術総合開発

機構(NEDO)

交付金

事業イメージ

事業目的・概要

従来の機能性材料※の開発は、過去、蓄積してきた多くの材料の構
造や物性、触媒を含む反応経路などの実験・評価データを踏まえ、
“経験と勘”に基づく仮説を立てて、それを繰り返し実験によって検証し
ながら、時間をかけて進められてきました。
※断熱材や触媒等の優れた化学的機能･電気的機能等を有する材料

本事業では、高度な人工知能(AI)等の計算科学、高速試作・革

新的なプロセス技術及び先端計測評価技術を駆使した革新的な材

料開発システムの構築とともに、公知の論文や特許等の材料データを

AIが学習可能な状態とする技術開発により、これまでの材料開発プ

ロセスを刷新します。

高い省エネ性能をもつ機能性材料の開発期間を劇的に短縮（試作

回数・開発期間を1/20以下）することにより、省エネルギーの実現を

目指します。

成果目標

平成28年度から平成33年度までの６年間の事業であり、平成42年

度において、開発期間の劇的な短縮（試作回数・開発期間を1/20

以下）による省エネ(原油約137万kL/年)及び革新的な機能性材

料の導入による省エネ(原油約156万kL/年)を目指します。

委託

補助(1/2)

国研、大学、企業等

企業

産学官連携による集中研究体制で進めることにより、本事業の研究

開発期間の大幅な短縮を図ります。

開発期間を劇的に短縮

革新的機能性材料の創製

断熱性を大幅に
向上する柔軟な
透明断熱シート

大幅な軽量化を実現
する防振・防音材料

（例）

プロセス技術 先端計測技術計算科学（AI等）

シミュレーション設計 高速試作 先端ナノ計測

システムの確立
設計・プロセス技術・評価技術等の連携

大量の材料データ

材料データをAIが
学習可能な状態
とする技術開発

AIを活用した材料開発
組成・構造 ⇔ 機能

テキストマイニング

画像認識ソフトウェア等

材料データ
構造化技術
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グローバル・スタートアップ・エコシステム強化事業

平成31年度概算要求額 13.9億円（新規）
事業の内容 事業イメージ

事業目的・概要

 Society5.0の実現のため、イノベーションの担い手であるスタートアップ企業は重要

な存在ですが、我が国発のユニコーン企業（創業10年未満で時価総額10億ド

ルを超える企業）は依然として少ない状況です。世界ではイノベーションの聖地とい

われるシリコンバレーのみならず、「フレンチ・テック」を旗印に世界各国に進出するフ

ランスや、「中東のシリコンバレー」と呼ばれるイスラエル、シリコンバレーに匹敵すると

いわれる中国深圳など、各国・各地域間でのスタートアップ・エコシステム競争が激

化している状況です。

 今後、第4次産業革命の下で、我が国の国際競争力の向上のため、スタートアッ

プ・エコシステム（グローバルにインパクトを生み出す起業家やスタートアップ企業、イ

ノベーション企業が自律的、連続的に生み出される仕組み）を強化し、世界で勝

てるスタートアップ企業を次々と創出することが急務です。

 本事業では、「J-Startup」に参加する企業のニーズを的確に把握し、各フェーズに

合った支援を行い、ユニコーン企業への成長を促進します。また、ユニコーン企業の

創出に向け、グローバルで活躍できるイノベーターの育成やものづくり系スタートアップ

企業の量産化等の支援を実施し、 スタートアップ・エコシステムの基盤となるプレイ

ヤー層を強化します。

※「J-Startup」とは、グローバルで活躍できるスタートアップ企業を官民により集中支援する

取り組みです。

成果目標

（１）2023年度までに、時価総額10億ドル以上となる、非上場企業（ユニコーン
企業）または2018年度当初時点で創業10年未満（未創業も含む）で
あった上場企業を20社創出。

（２）300件の海外展開支援件数を目指します。

（２）J-Startup企業への国内支援

• J-Startup企業等に対し一気通貫で支援する体制を構築するため、国内の
VCや支援機関、さらには地方自治体や大学・研究機関が連携する「J-
Startupコンソーシアム」を形成し、戦略的広報やマーケティング等の支援等を
ハンズオンで実施できる体制を構築します。

• 特に日本の強みであるものづくりの量産化・設計・試作等を支援する事業者と
協力して事業を行う、ものづくり系J-Startup企業等を支援します。

• また、グローバルで社会課題解決を目指すスタートアップ企業については、我が
国の優位性を発揮する分野を特定し、現地でのルール形成やビジネス創出を
一貫支援することで、SDGs分野におけるイノベーション創出を加速します。

（１）J-Startup企業への海外支援

• J-Startup企業等について、海外のスタートアップイベントへの出展をサポートす
るとともに、国内および海外10地域程度に設置するハブでニーズに応じた支援
（現地ネットワークとのマッチング、メンタリング等）を継続的に実施します。その
際、海外の企業やスタートアップとも連携等を図り、グローバル・スタートアップ・エ
コシステムのさらなる強化を図ります。

（３）スタートアップ・エコシステムの基盤強化

• 起業当初よりグローバルで活動する事業モデルを構築できるようなイノベーターを
育成し、スタートアップ・エコシステムの基盤を強化します。

• また、各種施策の利用促進、効果測定等のための調査等を実施し、スタート
アップ企業の成長を促進する環境を整備します。

条件（対象者、対象行為、補助率等）

国 民間企業等
委託

国 独法・国法
交付金

民間企業等
委託等

国 民間団体 民間企業等
補助

（10/10）
補助
2/3

経済産業政策局 新規事業創造推進室
03-3501-1569

商務情報政策局 情報経済課
03-3501-0397

等
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AIチップ開発加速のためのイノベーション推進事業
平成31年度概算要求額 17.8億円（8.0億円）

事業の内容 事業イメージ

事業目的・概要

 IoT社会の到来により急増した情報を効率的に処理するため、ネット

ワークのエッジ側で中心的な情報処理を行うエッジコンピューティングの重

要性が叫ばれています。エッジコンピューティングにおいては、小型かつ省

エネルギーでAI処理を実現する高性能なAIチップが不可欠です。

我が国のベンチャー企業等においては、チップ技術に関する蓄積等、新

たなビジネスを創出するイノベーションの種が存在しています。しかしながら、

競争力のあるAIチップを開発するためには、ソフトとハード双方に関する

知見に加えて、高額の設計ツールや検証装置等が必要であり、これが

AIチップ開発及びそのビジネス化に向けた高いハードルとなっています。

本事業では、民間企業等が持つAIチップのアイディアの実用化に向けて、

開発に必要な設計ツール等の開発環境、大学や研究機関等が開発し

た共通基盤技術、開発に必要な知見・ノウハウ等を提供することにより、

民間企業等のAIチップ開発を加速し、イノベーションを実現します。

成果目標

平成30年度から34年度までの5年間の事業であり、本事業において民

間企業等が開発する技術の実用化率5割以上を目指します。

商務情報政策局 情報産業課
03-3501-6944

条件（対象者、対象行為、補助率等）

国
(研)新エネルギー・産
業技術総合開発機構

(NEDO)

交付
①補助（2/3・1/2）

民間企業等

②委託
大学・研究

機関等

PoCギャップ
（Proof of Concept）

AIチップ
プロトタイプ完成

・設計ツール
・検証装置
・設計ノウハウ 等

ビジネス化

試作

国内ベンチャー・中小を含む
民間企業等

AIチップに関するアイディア

①AIチップに関するアイディア実用化に向けた開発

• 民間企業等が持つアイディアの具体化に向けて、本事業により整備する設計ツール
や検証装置等を用いて、実用化に向けたAIチップ開発を実施する。

②AIチップ開発に必要な環境整備、共通基盤技術の開発

• AIチップ開発に必要な開発環境を整備し、民間企業等へ提供する。
• 高機能なAIチップ開発に資する基盤技術を開発し、民間企業等へ提供する。
• AIチップ開発に必要な知見・ノウハウ等を民間企業等へ提供するとともに、それらを
持った人材の育成を進める。

知見・ノウハウ
基盤技術

大学・研究機関等による共通基盤技術の開
発、成果等の民間企業等への提供

設計ツール
検証装置
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